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1. はじめに  

 本研究は卒業研究の一環として実施したものであ

る。2015 年度の卒業研究でも当時の学生が同様の研

究を行い，2016 年の土木学会中国支部研究発表会で

その概要を発表している 1)。2015 年度の研究では簡易

予測法（道路橋示方書 2)及び建築基礎構造設計指針の

方法 3)）を用いて FL 値を求め，沈下量は建築基礎構

造設計指針の方法（補正 N値及びせん断応力比を用い

る方法（後述の内閣府の方法 9)））及び下水道施設の

耐震対策指針の方法（沈下率を用いる方法）4)を用い

た。ところがその後精査したところ，2015 年度研究

の沈下量 1)には沈下量算定層厚に誤りがあることが判

明したので，2016 年度の卒業研究で沈下量を再計算

した。その結果，五日市駅近辺ではレベル 2 地震時に

68cm～95cm という沈下量が予想された。 

 95cm という沈下量は沈下率を用いる方法による計

算値であるので大きな値になるのは当然である。しか

し建築基礎構造設計指針が採用している補正 N 値及

びせん断応力比から繰返しせん断ひずみを推定する

方法で算定した沈下量 68cm が大きすぎるのではない

か，さらには算定しているせん断応力比は正しいか，

ということが研究室内で議論になった。そこで 2017

年度の卒業研究では，五日市駅周辺地盤の地震応答解

析を行って地震時せん断応力比などを検討した。 

 

2. 簡易予測法が用いているせん断応力比算定法 

 簡易予測法では地震時のせん断応力比 L を次式で

計算している。 

 L=(地表面設計震度）×(鉛直全応力/鉛直有効応力) 

  ×rd                                  (1) 

地表面設計震度は，道路橋示方書では地域係数，地盤

種別，地震のレベル・タイプを考慮して決定され，建

築基礎構造設計では，地表面設計加速度，重力加速度，

等価繰返し回数に関する補正係数を用いて決定され

る。 

 rdは地震時せん断応力比の低減係数で，式(2)で与え

られる。 

 rd=1-0.015z                                (2) 

ところが，芸予地震の際に広島西飛行場（当時）内の

消防航空隊基地での鉛直アレー観測記録の分析結果

は式(2)と大きく異なっている（図 15)）。 

 簡易予測法でレベル 2 地震時に大きな沈下量が予

測された五日市駅付近において，簡易予測法が採用し

ている式(1)及び式(2)が成立しているかどうかを確認

したいということが本研究の動機である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 地中での地震動の減衰 5) 

 

3. 解析方法 

(1) 検討対象場所及び地盤特性 

 検討対象場所は五日駅南側（51324239 地点）及び

五日市駅北側（51324249 地点）である（図 2）。その

柱状図を図 3 に示す 6)。51324239 地点では沖積砂は

GL-23m まであり、地下水位は GL-0.5m である。

51324249 地点では沖積土は GL-32m まであり、地下水

位は GL-1.0m で、途中に粘土と有機土がある。4239

地点は GL-25m 以深を，4249 地点は GL-32m 以深を 
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図 2 検討対象位置 

図 3 検討対象位置の柱状図 6) 

 

工学基盤とした。 

(2) 解析方法 

 全応力時刻歴解析法で解析した。解析には地盤の動

的応力解析コード UWLC（FORUM8）を使用し，数値

積分法は Newmark のβ法，構成則には H-D モデル

（Hardin-Drnevich モデル）を採用した。H-D モデルで

使用する G0 (vs)，c，φは N 値から推定した。 

 工学基盤に入力した地震波は表 1 に示す 4 種類であ

る。この研究の目的は簡易予測法と地震応答解析法の

比較であるので，両者の地表面加速度が一致するよう，

地震波の入力レベルを調整した。簡易予測法の地表面

下速度としては道路橋示方書の方法のものを用いた。  

 

4. 地震時せん断応力比の検討 

(1) レベル 1地震動の場合 

 2地点×4地震波=8ケースについてレベル 1地震動時

の簡易予測法と地震応答解析のせん断応力比を比較し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1 入力した地震波 

図 4 入力した地震波の例（地点 4249，レベル 1） 

図 5 地震時せん断応力比（地点 4239，レベル 1） 

図 6 地震時せん断応力比（地点 4249，レベル 1） 



たところ，深度方向の分布形状やレベルにわずかな差

はあったが，大局的には大きな違いはなかった。その

例を図 5 及び図 6 に示す。 

(2) レベル 2地震動の場合 

 レベル 2 地震動の場合は，2 地点×4 地震波=8 ケース

について，簡易予測法と地震応答解析のせん断応力比

を比較した。レベル 1 地震動の時と同様に両者の間に

大きな差がない場合もあったが，深度方向の分布形状

やせん断応力比のレベルが大きく異なるケースもあっ

た。図 7 及び図 8 に簡易予測法と地震応答解析とで大

きな差がなかった例を示す。 

 図 9 と図 11 はせん断応力比の大きさの差が大きかっ

た例で，図 10 と図 12 は深度方向の分布形状が異なっ

た例である。このように地震応答解析で得られた地震

時せん断応力比は簡易予測法が仮定しているものと大

きく異なる場合もあった。 

 なお地震応答解析の地表面加速度（震度）は八戸波

及び東南海波はタイプⅠの，神戸ポートアイランド波

及び芸予地震広島西飛行場波はタイプⅡの設計地表面

震度（加速度）に近くなるよう，入力地震動の大きさ

を調整した。しかし地震応答解析の地表面加速度と簡 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7 地震時せん断応力比（地点 4239，レベル 2） 

図 8 地震時せん断応力比（地点 4249，レベル 2） 

図 9 地震時せん断応力比（地点 4239，レベルⅡ） 

図 10 地震時せん断応力比（地点 4239，レベルⅡ） 

図 11 地震時せん断応力比（地点 4249，レベルⅡ） 

図 12 地震時せん断応力比（地点 4249，レベルⅡ） 



易予測法の地表面加速度の関係は一義的には定まらず，

両者が近くなる入力地震動はいくつもあったので，そ

の中で小さい入力地震動による解析結果を用いて前述

の図を作成した。 

 

5. 沈下量について 

 繰返しせん断ひずみγcy を体積ひずみεv として読み

替える内閣府や自治体の地震対策検討会で用いられて

いる手法 3), 9)に準じて，沈下量を算定した。ただしせん

断応力比と補正N値からγcyを求めるのではなく，FL<1

となる要素の最大せん断ひずみγmax を単純にγcy とし

た。沈下量算定例を図 13 及び図 14 に示す。γmaxは等

価なγcy ではないし，さらにεv ではないので単純に比

較するには無理があるが，簡易予測法では 68cm 前後の

沈下量であったのに対し，図 13 や図 14 はそれよりも

小さく，また地震波によっても沈下量が異なる。 

 

６．まとめ  

 広島工業大学近辺の地震時の液状化について検討を

進めていく中で，通常の簡易予測法で算定された五日

市駅付近の大きな沈下量に興味を抱き，さらには簡易

予測法が仮定しているせん断応力比の深度方向分布の

妥当性を確認する必要性を感じて，全応力地震応答解

析を行ってこれらについて検討した。 

 その結果，地盤条件や地震波によっては地震時せん

断応力比が大きさだけでなく深度方向分布形状が簡易

予測法と大きく異なる場合があることが示された。ま

た，沈下量も地震波によって大きく異なる可能性があ

ることが示された。 

 本研究の解析は多くの仮定に基づいており，特に沈

下量は最大せん断ひずみを体積ひずみと仮定するなど

量的には必ずしも正確ではない。しかし，簡易予測法

は計算が容易でハザードマップ作成などの広域の検討

に適しているが，地盤条件や地震波などによっては簡

易予測法による推定値と実際が異なる可能性もあるの

で，重要な構造物については個別に詳細に検討する必

要があることを本研究は示唆している。 
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図 13 沈下量試算結果（地点 4239，レベルⅡ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 14 沈下量試算結果（地点 4249，レベルⅡ） 
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